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静岡県毎月勤労統計調査結果年速報（平成16年分）
	


静岡県の平成16年1月~12月の1年間の事業所の賃金、労働時間、雇用について、｢平成16年静岡県毎月勤労統計調査年速報－賃金、労働時間及び雇用の動き－｣として取りまとめました。
調査結果の概要

	賃金　～4年連続減少の現金給与総額～


　現金給与総額は326,479円、現金給与総額指数は92.5で前年比4.5％減と4年連続　して減少した。

　現金給与総額のうち、定期給与は266,858円、定期給与指数は94.2で前年比3.6％減、賞与などの特別給与は59,621円で前年差5,287円減となった。

	労働時間　～3年ぶりに減少した所定外労働時間～


　総実労働時間は154.0時間、総実労働時間指数は98.6で前年比2.4％減となった。

　総実労働時間のうち、所定内労働時間は142.2時間、所定内労働時間指数は98.1で　前年比2.2％減、所定外労働時間は11.8時間、所定外労働時間指数は105.5で前年比　　　3.1％減と3年ぶりに減少した。

常用労働者の約3割を占める製造業の所定外労働時間は16.4時間、所定外労働時間指数は113.4で前年比2.4％増となった。

	雇用　～4年ぶりに減少した常用雇用指数～


　常用労働者数は1,303,222人、常用雇用指数は99.8で前年比1.0％減と4年ぶりに減少した。パートタイム労働者比率は25.1％と、3.7ポイント増加した。
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現金給与総額、所定外労働時間及び常用雇用指数の推移
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（注）

　毎月勤労統計調査の値は、本県の規模５人以上のすべての事業所に対応するように事業所を抽出し、集計した推計値である。

 eq \o\ad(調査産業計,　　　　　　　)：日本標準産業分類で示される鉱業、建設業、製造業、電気・

　　　　　　  　ｶﾞｽ・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・小売業,飲食

               店、金融・保険業、不動産業、サービス業の９大産業

 eq \o\ad(現金給与総額,　　　　　　　)：定期給与＋特別給与

 eq \o\ad(定期給与,　　　　　　　)：あらかじめ規則で決められた支給方法で支給される給与

　　　　　　   （定期給与＝所定内給与＋超過労働給与）

 eq \o\ad(特別給与,　　　　　　　)：ボーナス、ベースアップの差額追給分、３ヶ月を超える　　　

　　　　　　　　期間で支給される給与、一時的突発的理由により支給され

　　　　　　　　る給与

 eq \o\ad(所定内給与,　　　　　　　)：各事業所で決められた時間の労働に対して支給される給与

 eq \o\ad(超過労働給与,　　　　　　　)：所定外労働時間の労働に対して支給される給与

所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼び出し、休日などの労働時間

 eq \o\ad(常用労働者,　　　　　　　)：期間を定めず又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われて

　　　　　　　　いる者や、日々又は１ヶ月以内の期間を定めて雇われて

               いる者のうち、前２ヶ月にそれぞれ18日以上雇われた者

 eq \o\ad(パートタイム労働者,　　　　　　　)：常用雇用者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者よ

               り短い者及び１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで

               １週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者

 eq \o\ad(常用雇用指数,　　　　　　　)：平成１２年の平均常用労働者数を基準として各月の　　　　

　　　　　　　　常用労働者数を指数化したもの

　（注）　厚生労働省により、平成16年１月分から事業所規模30人以上の調査対象事業所の入れ替えが行われたことにより、調査結果に段差が生じたため、過去に遡って指数を改訂し、時系列変化をみることができるようにした。

　　　　賃金指数、労働時間指数及びそれらの増減率については平成14年2月分以降、常用雇用指数　　　及びその増減率については平成11年2月分以降改訂した上で、さらに平成12年（基準年）＝100となるよう過去に遡ってすべての指数を改訂した。






